































































































































































































































































































































ば，その連携を NPO 法人化し，その NPO 法人がそうした評価を基に金融機関に融資の斡旋を行う，と
いった事例もあることなどである。いずれにせよ，地域の企業の育成，支援には，公的な機関であれ，
NPO のような法人であれ，技術指導，販売，マーケティングなど，川上と川下の両面からの支援が必要
であるということである。
第９章は，鯖江産地の燕産地のような産地複合化への可能性を探っている。結論から言えば，現状では，
困難であろう，ということになる。先ず，他産業への新規参入であるが，現状では一部で見られるものの，
多角化と呼べるほどの受注を受けている企業は存在しない。鯖江産地が得意とする技術は，難加工性材料
の加工技術であるが，著者が調査した事例では，例えば，光触媒の特性を持つ酸化チタンを用いた製品開
発に取り組み，スプーン，フォーク，アクセサリーなどの小物を中心に，健康を意識した製品開発を行っ
た企業があった。その他にも，この企業は，カメラ，時計といった精密機械用部品として活用可能な高密
度ワッシャーの開発を行った。後者のワッシャーについては，汎用性が高い部品であるため眼鏡用として，
あるいは，他の製品でも引き合いが多く，今後伸びていく可能性もあるが，スプーン，フォークなどは，
現状，安定的な受注を確保できていない。
このように，既存のある一定のプライスゾーンにある製品に対して，新たな素材で加工して，新規製品
として開発したとしても，その有効性が価格差を超えて消費者に認識されるまで相当の時間を有するであ
ろうと考えられる。つまり，鯖江産地が得意としている難加工性材料の加工技術を利用して，他産業に進
出しようとしても，最初から困難が伴っているとも言いうるのである。また，他にも，前述した通り，眼
鏡枠の大きさの制約から，小物の製品を中心とするしかなく，大型の製品にも，また，現代的な産業に要
求される何ミクロン単位までの精確な加工技術にも適さないことが，他産業への参入の障壁となってい
る。
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だからといって，新規に新たな技術を身につけ，設備を備え，他産業へ参入するには，あまりにも投資
のリスクが大きい。また，鯖江産地の加工業者を中心は中小の零細企業であり，そのような企業には困難
が伴うことである。
そして，こうした困難がありながらも，燕産地と比較した上で，著者が考える鯖江産地が複合化を図る
道として，先ず第１に挙げられるのが，鯖江産地の中小の加工専門業者が既存の保有技術を基礎に，広域
にかつ多様な製品の受注を目指す方向である。この方法は，リスクが低く，堅実な方法である。第２に挙
げられるのが，長期的課題としての既存の技術体系とは全く異なる産業への新規参入である。ただし，そ
れには，時間も要するであろうし，困難，リスクが伴う。
また，著者は，鯖江産地において，自治体による産業支援策の手薄さと今後の産官学の連携の必要性を
強調する。鯖江産地でも，新技術導入に対する補助金政策など支援策は存在しているが，燕産地や花巻市
のようなきめ細かい支援策の不在を指摘し，そうした必要性は，鯖江産地の企業アンケートから伺えると
している。
また，最終章では全体を振り返り，改めて鯖江産地の課題を提出している。販売，流通については，巨
大流通センターの設立を提案している。既存の配送の効率化にもつながるし，また，そうした流通セン
ターに対して，消費者からすれば，ワンストップサービス，ワンストップショッピング，つまり，「眼鏡
については，何でも分かる，何でも手に入る」という利便性が高まることが期待されるとしている。グロー
バル化については，大手完成品メーカーについては海外市場での高評価による自社ブランド力の向上が課
題となり，中小の加工業者にとっては，高質化技術，つまり，北イタリアの中小企業がモデルになってい
るのだが，製品が保有する高い品質と持続性の保証，優れた特徴を持つ機能性，心地よく共感を得られる
手触り，デザイン性などに加えて，アフターサービスの充実と安心感，ステータスを感じられる供給量と
価格帯など，精度や機能だけでない多様な品質を意味し，まさに高付加価値を生む源泉として定義できる
ような技術を保有することが課題だとしている。最後に，改めて，複合化，グローバル化，いずれに鯖江
産地が対応するのにも，自治体，また，産官学連携による支援策が不可欠だとしている。
３．本書の意義，残された課題など
本書の意義は，先ず，鯖江地域の眼鏡枠産業についての本格的研究としては，初出であるということで
ある。この地場産業について，既存の産業集積の理論を整理した上で，歴史，産地形態，取引構造，技術，
流通といったあらゆる側面から，既出のデータを可能な限り利用して，分析を試みた点は評価に値する。
円高，不況，グローバル化といった経済環境の変化に対して，鯖江産地は衰退を余儀なくされているが，
それに対する施策を提出するのが，本書の目的であった。その回答として，著者は，燕産地をモデルとし
た鯖江産地の複合化，流通機構の改革，産地企業のグローバル化を契機とした更なる対応，自治体，産官
学の連携による支援などを挙げた。それらのいくつかについて，若干のコメントを述べることにする。
先ず，鯖江産地の複合化についてであるが，鯖江産地の技術的特質から，それが困難であろうと予測さ
れることを示した点は，評価に値する。技術的特質を把握した上で，それを経済問題として関係づけるこ
とは，意外と難しいことである。ただし，燕産地との比較の際，燕産地の技術的特質の記述をもっと精巧
にすれば，鯖江産地の技術的特質との相違をもっと明瞭にできて，鯖江産地の技術的課題が一層明確に
なったかもしれないし，ひょっとしたら，違った技術的課題が浮かび上がった可能性があるようにも思わ
れる。また，燕産地が複合化していったのは，技術的対応もさることながら，歴史的経緯によることが大
きいことを著者は明らかにしたが，鯖江産地が今後複合化を目指すとしても，歴史的経緯によっては挫折
してしまう可能性も当然あるであろう。その意味では，燕産地の歴史的経緯について，もっと詳細に分析
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して，複合化のための歴史的客観的条件を明らかにすることも，課題として残されたと言える。
流通機構の改革についであるが，評者はグローバル化以上に大きな問題があると考えている。というの
も，前述したように，最終価格の内，７割以上も流通分野で食われていて，それで，川上の製造企業の収
益が圧迫しているのであれば，先ず打つ手はここにあると考えるからである。著者は，既存の大手量販店
などの小売店が最終価格の決定権を握ってしまっていて，川下の優勢を覆すのは難しいと考えているよう
だが，そうした川下の優勢を崩すことを考えることも可能ではないであろうか。かつて，ガルブレイス
（J.K.	Galbraith）は，対抗力なる概念を提出した（Galbraith	1952,	chap.9）。ガルブレイスによれば，企業
の独占力を抑止するものは，理論上，市場における競争力だと考えられているが，現実はそうではなく，
供給する企業から見て，市場の向う側に独占力に対抗する結集力が現れ，独占力を抑制している，とした。
例えば，消費者が結集する消費者運動，安売りをする巨大スーパーがメーカーに対して行う値下げ要求，
労働組合などである。眼鏡枠において川下の優勢を少しでも揺るがすには，こうした対抗力を鯖江産地の
メーカーなり，あるいは，産地の協会などが持つ必要があるのではないであろうか。例えば，産地卸，消
費地卸が現在衰退しているのであれば，それらにも協力を得て，鯖江産地の協会などが大型小売店も含め
た小売店への卸商をできるだけ一括して統合し，大手量販店へ眼鏡枠を卸す際に，卸す側も大規模化して
対抗力を持つことによって，価格交渉の面で力を持つ，ということも一つの策となるのではないか。卸ま
での川中までを垂直的統合して，川下の大手量販店に対抗力を持つという方法である。その際，現在，大
手量販店と直接取引をしている鯖江産地のメーカーや産地卸に対して，いかにして協力を得るか，といっ
た課題は，残るであろうが。
また，川上の鯖江産地メーカーと川中の卸商が結集して川下の大型量販店に対抗力を持つという手段で
なく，直接，販売に打って出るのも一つの策となるであろう。つまり，川下までの一種の垂直的統合であ
る。例えば，鯖江産地の協会が，あるいは，大手メーカーが協同という形で，東京や大阪といった大都市
圏に数店舗でも小売店を出店し，直接消費者に販売するのである。価格面でも，直接販売するのであるか
ら，大規模小売店に対しても対抗できるはずである。品質の良さが評価されれば，鯖江産地のブランド化
にもつながるであろう。製造を行っている鯖江産地側が，直接ある程度の規模で持って小売部門に進出す
ることで，大型小売店にとっては，強力な競争相手となるとなりうるので，大型小売店へ製品を卸す際の
価格交渉力に何らかの影響があると考えることもできる。また，直接消費者に販売することによって，消
費者の動向から商品開発につなげる可能性があるなど，製造と販売との垂直的統合には，確かに規模拡大
によってリスクはとらなければならないが，利点も存在するのである1。著者も流通機構の改革として，巨
大流通センターの設立を提案していたが，その目的は，あくまで集約による製品の輸送費用削減や，消費
者側の移動費用などの取引費用削減であったが，それだけではなく，評者が述べたような，大型量販店に
対して対抗力を持ちうるような巨大流通センターの設立を考えるべきではないであろうか。
前述したことだが，これまで鯖江産地のメーカーが川下の流通，販売分野に進出してこなかったのは，
鯖江産地のメーカーが販売のリスクを卸に負担させて，自らがそのリスクをとらなかったことである。も
ちろん，自らが販売のリスクをとるほど，大きい企業でなかったともいうこともあるかもしれない。翻っ
て考えてみれば，鯖江産地が他産業への新規参入が現状困難なのも，眼鏡枠以外への進出に伴うリスクを
避けてきたから，とも言える。また，著者の言う，鯖江産地における緩やかな分業体制が築かれたのも，
前述したように，鯖江産地の企業家には投資リスクを回避する傾向が見られたからだ，とも言える。これ
は，評者が数年間福井に居住していた経験からも，そう思えるのである。福井の人は，非常にコツコツと，
職人気質で，仕事は着実にこなすのだが，今の仕事をさらに発展させるには，もう少し売値を高くするに
1	 	 垂直的統合の利点や垂直的統合の理論上の整理については，中西（2007）と中西（2008）を参照。
― 99 ―
書評
は，あるいは，もっと売ろうという，商人的発想に欠け，また，堅実性を尊重しすぎて，リスクを回避し
すぎる傾向があまりにも強すぎるように評者には感じられたのである。
そうであるならば，現状の鯖江産地の窮状は，これまでのリスク回避的な気質に起因する部分もあると
も言える。今までのように，リスクを回避し続けることも，大きいリスクを背負いこんでしまうことにつ
ながる，と考えてもいいのではないのであろうか。経済環境は，時の経過とともに，必ず変化する。現状
は永遠には続かないのであれば，多少のリスクをとっても，将来のために，何か事を起こすのも企業家の
責務とも言えるのではないであろうか。こうしたことを鯖江産地の企業家はもちろん，支援策を実行する
自治体関係者等も念頭におく必要があるように思われる。
また，著者が行った他地域の産業集積地域の研究についてであるが，このことについては，鹿児島県へ
の示唆ということを目的として，以下に述べることにする。鹿児島県にも，誘致された企業は確かに存在
し，一昨年来の急激な景気悪化によってそうした企業の撤退がいくつか伝えられているが，現状，北薩，
国分などの地域には，誘致された企業は残っているし，また，一部の自動車部品メーカーの進出も近年報
じられた。鹿児島県には，冒頭でも述べたように，現状では，製造工業での地場産業と呼べるほどの産業
は存在していないが，著者が紹介した花巻市の事例をモデルにしながら，誘致された大手企業との取引を
通じて，地元企業の育成，支援を行うことが，現実的な産業政策となるであろう。日本の自動車産業の部
品製造業において，トヨタなどの組立てメーカーとの長期継続的な取引が部品メーカーの成長を促したと
いう実証研究は，浅沼萬里の先駆的研究によって広く知られており（浅沼	1997,	197–235頁），誘致された
大手企業との取引を通じた地元の企業の成長というストーリーは，実は，経済学，経営学上も裏付けのあ
ることなのである。鯖江産地は，前述したように，眼鏡枠産業が興る必然性は何もなく，大阪から職人を
連れてきて，産業を興したのであるが，産業集積地と呼ばれるほどになったのも，それだけ需要が順調に
伸び，市場が拡大したからである。また，中国企業が成長するまでは，あまり競争相手もいなかった，と
も言えるが。鹿児島県がいきなり，鯖江産地，あるいは，燕産地のような産業集積地となることは確かに
困難であろうが，前述した誘致された企業との取引を通じての地元企業の育成が，工業振興につながるこ
とは確かであろう。その際，きめ細かな支援が必要であることは，花巻市の例からも示唆されていること
である。また，鯖江産地の教訓から，こうした産業政策を実施していくにしても，川上の製造に関する技
術的指導だけでなく，川下の流通分野，販売に対する対策，また，グローバル化への対応といったことが
課題となるとも言えるだろう。
また，著者は第１章で産業集積に関する理論の整理を行い，箇所によっては，その理論との整合性を検
討していた。確かに，マーシャルの産業集積の維持，発展についての外部経済の見解は当てはまったとも
言えるが，問題は，それらの理論がどこまで施策につなげられるほどの分析武器として有効であったか，
ということである。本書を通じて，結局，施策にまでつながった分析は，歴史，技術，取引構造，グロー
バル化など，現状をきめ細かく記述することであった。つまり，これも残された課題となるのだが，産業
集積の理論が，深く分析できて，今までは誰も気付きもしなかったような点を析出して，それを施策につ
なげることができるような，強力な理論には至っていない段階にある，と評者には思われるのである。
最後に，既に述べたが，著者の考えは，鯖江産地に集積した中小企業を中心とした分業体制の崩壊を食
い止めるためには，燕産地をモデルとした転換が必要である，という考えである。中国企業の成長による，
一部分の分業体制の崩壊，つまり，一部企業の淘汰は避けられないが，できる限り，転換によって分業体
制を支えている中小企業の生き残りを模索している。これに対して，評者の考えは，前述したように，あ
る程度の垂直的統合（合併）をすべき，あるいは，ある過去の時点である程度の垂直的統合をすべきだっ
たように考えている。この問題は，著者や，あるいは，ピオレ & セーベルが述べたような中小企業によ
る柔軟な分業体制と，評者が考える，ある程度垂直一貫した大企業がいくつかある産業組織と，どちらを
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できるだけ政策的に選択すべきか，という問題である。この問題に対して，一意的な答えがないことは直
感的に分かるが，こうした問題こそ，厳密には無理だとしても，ある程度分析的に産業集積論が解くべき
課題であるように思われることを指摘しておく。
いくつか残された課題を挙げ，著者が見逃したようなことも述べたが，それでも本書の意義は薄れるこ
とない。むしろ，これだけ課題があることが分かったことも，本書の意義だと言えるからである。
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